






































































































































































































































































































































































































































































































































































































( 1 ) [略〕
(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に係る情報を除く。)であって、当該
情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができる
と認められるもの(他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができる
こととなるものを含む。)又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。
ア 法令等の規定により何人も閲覧できるとされている情報
〔以下略〕
17 
筑波法政第49号 (2010)
個人情報保護法等が施行され、個人情報保護の重要性が強く説かれているという社
会情勢の変化等を十分考慮したとしても、これらの事項を非開示情報とすることは
できないというべきである。」
これに対して、控訴審である高松高判平成18年4月24日平成17年(行コ)17号
は、原判決を取消して次のように判示している o
「医療過誤訴訟に関する訴訟記録には、病状や死因など個人の身体に関する情報
が記載されており、かかる情報は、患者本人やその遺族にとっても、第三者には知
られたくない個人に関する情報で、あって、その保護の必要性が極めて高いJor医療
過誤訴訟を新聞報道する場合に、患者や原告が公表を望まない限り、名前は公表し
ない建前をとっているO 裁判所が重要な判例をインターネットで公表する場合に
も、殆どの事件について、関係者が個人である場合は、その個人名を伏せているJ。
「民訴法91条の閲覧制度だけであれば、訴訟記録の閲覧だけであり、-広く世間の目
に晒される可能性のなかった個人に関する情報が、本件条例により開示されること
により、訴訟記録の写しの交付まで認められることから、広く世間の自に晒され、
個人のプライパシー等が侵害される危険の程度が大きくなるJor本件医療過誤訴訟
記録については、本件情報1(個人を識別できる情報)を開示しなくとも、事案の
概要は分かることから、県民等の知る権利を害したり、公共の利益を害するもので
はないJor以上の次第で、本件情報1(本件患者の氏名等)は、本件条例6条1項
2号ただし書アの「法令等の規定により何人も閲覧できるとされている情報」には
当たらない」。
以上のような各判決の判示から見て明らかなとおり、現在のところ、裁判所にお
ける訴訟記録閲覧制度と情報公開制度との関係については、各裁判所において見解
が完全に二分して見解の統ーが図られておらず、かつ、誰もが説得されるような一
貫した理由は未だ示されていないものと考えざるを得ない。これは、結局のとこ
ろ、裁判所における訴訟記録閲覧制度の基盤となる「情報の公開」の趣旨と、情報
公開制度における「情報の公開」の趣旨とが異なり、どちらか一方の制度趣旨が他
方の制度趣旨に優越することがないことに起因するものであると考えられる o しか
しながら、現実の問題として、両制度の聞で当事者及び関係者の個人情報が実質的
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に「保護」されないという、相当問題のある状況が生じてしまっていることは明ら
かであると思われる o
このように、裁判所における訴訟記録閲覧制度にせよ、情報公開制度にせよ、個
人情報を実質的に「保護」するためには、現状の制度運用では不十分であり、何ら
かの改善が必要で、あるように思われるo そして、この改善案を考えるためには、そ
もそも裁判所が個人情報を含む全ての情報を全ての請求者に閲覧させていること、
言い換えれば、誰でも閲覧可能な訴訟記録に全ての個人情報が記録されていること
自体に、問題の本質を求める必要があると考えられるo
5 民事訴訟記録中の個人情報の「保護J
民事事件の訴訟記録に、当事者の個人情報が明記されている理由については、民
事裁判それ自体の制度目的から、明確な説明を行うことができる O
すなわち、民事裁判の基本的な目的は、当事者聞において生じた紛争の解決であ
る(民事訴訟法246条参照)0そして、同一の当事者聞における同一の事件について
は、裁判所に重ねて訴えを提起することができないこと(同法142条)、及び、判決
の効果は原則として当事者及びその承継人等のみに及ぶこと(同法115条)からす
ると、民事裁判において「誰」と「誰」とが当事者であるかは、訴訟手続の遂行
上、最も重要な事項である。さらに、裁判所の管轄は、原則として人の住所を基礎
として定められ(同法4条以下)、裁判上必要な書類等の送達は、送達を受けるべ
き者の住所においてされること(同法103条)からすれば、「どこの誰Jと「どこの
誰」との聞で争われているかも、民事裁判の基本的な事項であることとなるo
このように、当事者の住所及ぴ氏名等は、民事裁判を行ううえで、最初に確定す
べき重要事項であり、かっ、民事裁判で争われるものの圧倒的多数は、当事者の私
的領域に属する事項であることが明らかであるo 従って、民事裁判に関する記録の
中に、当事者の住所や氏名、その他の私的領域に属する様々な事項が含まれること
は、むしろ当たり前であり、また、裁判が公開の法廷で行われることを原則とする
以上(憲法82条)、当事者の住所氏名等の個人情報や、私的領域に属する事項に関
する紛争が、公開の法廷で審理判決されることを通じて、当事者の意思に関わりな
く第三者に知られることは、やむを得ないものと言わざるを得ない。訴訟記録にお
ける当事者の個人情報の取扱に関する現行制度の考え方は、このような「裁判の公
19 
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開Jを大前提としたものであり、裁判の公開は公平かっ適法な審理判決が裁判所に
よって行われているかを当事者と第三者との双方を含めた国民の前に明らかにする
ことにある以上、個人情報を第三者に知られないことの利益よりも優先される、と
考えられてきたものと思われる220
しかしながら、同時に、裁判例が「先例Jとして公開される場合、裁判所自身の
編集作業によって、例えば当事者の氏名を記号化して一般論として議論に供するこ
とは、従来から行われてきている o このような措置は、要するに、裁判所自身が、
判決書を公開するに際して、当事者の住所氏名が本人の意思を離れてみだりに公開
されることは望ましくない、と考えているからにほかならない230 また、法律学、
中でも法解釈学は干事件の事実関係から一般論としての「法」を抽出することを議
論の主要な目的とするものであり、当事者についても、具体的な個人というより
は、むしろ一定の属'性を持った抽象的な人格として捉えるものであるo 従って、そ
のような目的との関係で必要となる当事者の表記としては、個人としての資質を基
本的に捨象したX、Y等の記号で十分であり、住所等も事実関係の把握に必要な概
括的表記で足りる筈である240
以上のことからすると、裁判所における訴訟記録の閲覧制度のうち、利害関係人
であると否とを問わず、当事者の個人情報を含めて全ての情報を原則閲覧可能とさ
せている現状については、何らかの改善が必要であるように思われる o 例えば、誰
でも閲覧可能な記録部分においては当事者に関する個人情報等を記号化し、当事者
及び利害関係人のみが閲覧可能な記録部分と照合させることによって、初めて個人
情報等の内容が明らかとなる仕組みを採用することは、それ程現状を変更させるこ
22 前掲注8で紹介した現在の民事訴訟法学の通説的見解も、この観点に立って議論を展開
しているものと考えられる。
23 なお、考え方によっては、当事者が裁判所に求めているのは、当該事件それ自体の解決
であり、そこで示された法的判断を先例として社会一般に公開することまで求めて訴訟を
提起しているわけでは必ずしもないと考えるならば、先例として社会一般に判決書を公開
することは、当事者が意図した個人情報の利用目的から外れた利用形態である、と考える
こともできるかもしれない。
24 但し、歴史学や社会学等の観点からは、個人としての「誰」が裁判の当事者となり、裁
判においてどの「氏名Jが使用されたか自体が研究の対象となる場合があるため、「研究ー
として一律に議論することは慎重であるべきかもしれない。また、同じく法律学を専門と
する立場であっても、現実の訴訟に向き合う実務家にとっては、訴訟当事者の個性や当事
者をめぐる人的関係の背景や現状を無視して分析検討を行うことは、却って問題の本質を
見誤る恐れがあると言えるから、むしろ当事者が誰であるかを特定して議論することが事
態の終局的な解決のために必要で、あると考えるに到る可能性もあるであろう。
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となく実施できる可能性があると考えられる o なお、このような観点からすれば、
第三者にとってより参照の必要性が大きい判決書と、その他の訴訟記録とで取扱を
分けるべきであるとの発想も十分検討に値するであろうし、全ての訴訟記録につい
て閲覧と複写との可否を一律かっ厳格に区分している現行制度の運用についても、
再検討の余地があるものと思われるo
もっとも、個人の住所や氏名等、誰の自から見ても個人情報であることが明らか
なものについてはともかく、情報の種類や性質によっては、公開すべきであるか否
か自体について判断が分かれる恐れがあることも否定できないため、上記の改善案
について、なお慎重な検討が必要であることは言うまでもない。また、そもそもの
問題として、現在の裁判所では、当事者名を事実上の標識として事件の整理把握を
している傾向が強くへそれは上述した民事裁判の基本的な目的とも密接に関係す
るものである o 従って、本稿の最終的な目的である、訴訟記録における個人情報の
実質的な「保護Jを図るためには、裁判や法律の専門家と、個人情報保護に関する
専門家との聞で、現在以上に積極的な議論が行われることが、極めて強く期待され
るところである o
(完)
(人文社会科学研究科准教授)
25 英米における判例を典型として、そもそも先例として公表される裁判例としての主要な
標識自体が、当事者名で特定されている法域も少なくない。また、日本の法律学の中でも、
労働法と租税法については、伝統的に当事者名で事件を特定して議論する慣行が存在して
おり、訴訟というものに対する基本的な観点に原因が存する可能性があるとも考えられる
が、この点については将来の課題として考え続ける必要がある。
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